　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第１号（第２条関係）
年　　月　　日　　
津山市長　殿
申請者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
代表者職及び氏名
（個人にあっては，住所，屋号及び氏名）
　個人番号又は法人番号
津山市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例による固定資産　　　税課税免除申請書
津山市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例第２条の規定による固定資産税の課税免除を受けたいので，同条例施行規則第２条の規定により，次のとおり申請します。
記

１　課税免除年度　　　　　　　年度
２　対象事業所の名称及び所在地
	名　称
	

	所在地
	津山市


３　対象となる設備投資（該当するものに☑を付けてください。）
	□ 個人
	設備の（□新設・□増設・□改修）を目的とした固定資産の（□取得・□製作・□建設）

	□ 資本金の額又は出資金の額が５，０００万円以下の法人
	

	□ 資本金の額又は出資金の額が５，０００万円超の法人
	設備の（□新設・□増設）を目的とした固定資産の（□取得・□製作・□建設）

※改修を目的とする場合は，該当しません。


注１　設備の新設及び増設には，既存設備の取替え又は更新を目的とする場合を含みます。ただし，資本金の額又は出資金の額が５，０００万円超の法人については，既存設備の取替え又は更新によって，従来に比べ生産能力がおおむね３０％以上増加する場合において，その増加した部分が対象となります。
２　改修とは，建物又はその付属設備の増築，改築，修繕又は模様替をいいます。

４　添付書類　
ア　法人税法施行規則別表１６（１）若しくは別表１６（２）又は特別償却をしなかった理由書
イ　法人の登記事項証明書の写し
ウ　事業内容及び製品等が確認できる書類（パンフレット，ホームページの画面の写し等）
エ　家屋及び土地の平面図
オ　土地に係る登記事項証明書の写し（土地の課税免除を申請する場合のみ）
カ　家屋の建設着手年月日を証する書類の写し（土地の課税免除を申請する場合のみ）
キ　償却資産の配置図（償却資産の課税免除を申請する場合のみ）
ク　生産工程表（償却資産の課税免除を申請する場合のみ。当該償却資産をどのような工程で使用しているか明示すること。）　
ケ　旅館業の場合は，旅館業法第３条の規定による許可を受けたことを証する書類の写し
コ　その他市長が必要と認める書類
（注）　２年目以降の申請の際には，上記添付書類のうち変更のないものを省略することができます。
【投下固定資産明細書】
⑴　土地
	土地の取得
年月日
	所在
	地目
	地積（㎡）（ア）
	取得価額
（円）
	（ア）のうち
事業用建物の
敷地となる面
積（㎡）
	家屋の着工
予定年月日
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


⑵　家屋
	家屋の取得
年月日
	所在
	種類
（用途）
	構造
	床面積
（㎡）
	しゅん工
年月日
（減価償却
開始年月）
	取得価額
（円）
	耐用
年数（年）
	特別償却
の有無

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	


【投下固定資産明細書】
⑶　償却資産
	機械又は
装置の名称
	数量
	耐用
年数
（年）
	取　得
年月日
	減価償却
開始年月
	取得価額
（円）
	特別償却の有無
	対照番号

	
	
	
	
	
	
	
	①

	
	
	
	
	
	
	
	②

	
	
	
	
	
	
	
	③

	
	
	
	
	
	
	
	④

	
	
	
	
	
	
	
	⑤

	
	
	
	
	
	
	
	⑥

	
	
	
	
	
	
	
	⑦

	
	
	
	
	
	
	
	⑧

	
	
	
	
	
	
	
	⑨

	
	
	
	
	
	
	
	⑩

	合計
	
	
	
	
	
	
	


（注）　償却資産の配置図及び生産工程表に対照番号を記載し，投下固定資産明細書と対照できるようにすること。
